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要旨:本研究の目的は,従来の住宅統計調査や制度的枠組みにより補足することが困難な住宅問題の所在と,その
解決に向けての支援課題を明らかにすることである｡ まず,欧州における先行的取り組みを参照しながら,今日的
な住宅弱者や ｢住宅困窮｣の概念およびその実態の把握方法を検討し,社会的排除という観点から拡張しうること,
指標化に向けては政策的観点が重視されること,を指摘した｡次に,日本の民間賃貸住宅市場の構造を分析し,既
往統計調査を用いた分析の限界性とともに,｢住宅困窮｣が潜在化している可能性を明らかにした｡さらに,｢住宅困窮｣
リスクが高いと想定される4タイプの住宅弱者世帯の居住ニーズの特性と支援課題を指摘した｡
Keywords:｢住宅困窮｣Housingvulnerabilio,住宅指標 Housingindicator,住宅市場 Housingmarket
住宅弱者世帯 的J/nerablehousehbld,住宅政策 Hotlsingpolicy
Ⅰ.はじめに
先進諸国では1980年代以降,家庭内暴力等から逃れる
ためにシェルターを求める女性や,定職に就けず,家族
からの支援も受けられない若者,また,自立した生活を
営むことが困難な独居高齢者,定まった住宅をもたない
ホームレス生活者等,社会的支援を要する人々の問題が
深刻化し,その政策対応が探られてきた｡なかでも,世
帯数を十二分に上回る住宅数が存立している中で,生活
基盤である住宅を確保できないという問題が顕在化した
ことは,各国政府に新たな対応を促す契機となった｡わ
が国においても近年,類似した問題状況が見られるよう
になっている｡ 例えば,急速な高齢化により,日常生活
を自力で営むことが困難な単身高齢者や高齢夫婦二人世
帯が増加している｡ また,欧米の水準に比べれば依然低
いものの,離婚の増加等に伴い,母子世帯が増える傾向
がみられる｡ さらに,束京,大阪などの大都市を中心に,
路上や公園で野宿する人々 (野宿生活者)の存在が深刻
(1)
な都市社会問題として認識されるようになり,2002年に
は,野宿生活者の自立を支援するための法律が制定され
るに至った｡
これら社会的支援を要する人々の問題は,安定した住
居を確保できない,あるいは適切な住生活を維持できな
いという ｢住宅困窮｣の問題に通じている｡EU主要国
では,こうした人々を ｢社会的に排除された｣者と捉え,
住宅分野のみならず,雇用や保健,社会福祉等の分野に
おいても,多様な施策が展開されている｡ 他方,日本で
は,住宅喪失の予防や,すでにホームレス状態にある人々
の居住の安定を確保するという観点からの住宅政策が十
分に検討されてきたとは言えない｡
一般に,ホームレス問題が顕在化している背景として,
家族関係の変化や失業問題,所得格差の拡大など,社会･
経済状況の変化が指摘されている｡ しかしながら,都市
構造の再編過程で低家賃の賃貸住宅が減少してきたこと
早,持ち家市場の不安定化が増してきた等の住宅市場構
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造の変化がどのような影響を及ぼしているのかについて
は,ほとんど解明されていない｡また,自立支援法に基
づき,生活保護の観点から,住宅の要件を緩和し'たまま,
家賃補助が行なわれているが,こうした対応は,地域柾
会に負担を強いる集団居住施設の建設や,住宅としての
基本的な要件を備えていない低質な居住空間の提供を促
すなど,地域社会空間形成上の問題を学んでいる｡
本研究は,居住をとりまくこれら社会経済情勢の変化
に即した ｢住宅困窮｣の概念やその把握方法,また,住
宅弱者を生み出す住宅市場の構造変化や困窮リスクが高
いと考えられる個人,世帯の居住ニーズを検討し,居住
政策の新たな展開に資することを目的としている｡ この
うち本稿では,①欧州における住宅弱者に対する政策や
具体的な施策を参照しながら,｢住宅困窮｣の現代的諸
相を検討するとともに,政策的観点から,その把握に向
けての課題を整理する｡ また,②住宅弱者を生み出す住
宅市場構造の変化を分析する｡さらに,③ ｢住宅困窮｣
に直面している要支援世帯の中でも,住宅と結びついた
ソーシャルサポートが特に求められる世帯を抽出し,既
往関連文献,調査研究結果等を活用しながら,居住支援
ニーズと支援課題を検討する｡
Ⅰ.住宅弱者の概念と困窮指標の検討
本章では,EU諸国の動向を素材に,住宅弱者の困窮
実態の把握にむけての課題を整理する｡ ここでいう住宅
弱者とは,主観的評価に基づく困窮を訴える1住宅困窮
世帯ではなく,今日の社会的文化的水準に照らして必要
不可欠だと考えられる居住ニーズが満たされていない状
態にある世帯を指している｡本章の課題は,そのような
状態をいかに定義し,どのような客観的指標によって測
定するのかという問題に接近することである｡
1 EU諸国における住宅弱者問題への
アプローチ
｢住宅困窮｣の極限的な状態として想起されるのは,
ホームレスである｡ ホームレスとは,定まった住まいを
もたず,路上や公園などで野宿しているなど,一般に ｢慣
習的な居住｣が欠如している状態を指す｡しかし,この
ような文字通りのホームレスと,安定した居住状態との
間には,様々な中間的な状況が想定される｡ 定住すると
ころをもたないために,簡易宿泊施設や保護施設を転々
としている状態,あるいは賃貸契約を結ばず,居住権が
脆弱な状態で居住している場合などは,安定した居住と
はいえない｡このような唆味な状況を考慮すれば,ホー
ムレスは,狭義にも広義にも定義することが可能である｡
(2)
表1はEU加盟国のいくつかの国を取り出し,その状
況をみたものである1)｡これによれば,政策的観点から,
路上生活者など,文字通り住む家をもたない人々のみ
ならず,適切な住まいに居住できないという状態にある
人々までを,幅広く ｢ホームレス｣として捉えている国
もあれば,イタリアのように,路上生活者のみを対象と
する狭義の ｢ホームレス｣概念を採用している国もある｡
大半の国では,自らの住宅をもたないために施設に居住
している者を ｢ホームレス｣の範噂に含めている｡フィ
ンランド,アイルランド,スウェーデンは,住宅に住ん
でいる者でも,それが ｢のぞまない同局｣であったり｢一
時的居住｣であったりする場合には,｢ホームレス｣と
みなしている｡ 一方,英国では,ホームレス生活者とし
て行政当局に援助を申請し,認定された要援護者をホ-
ムレス生活者とみなしている｡ 住宅弱者への政策対応を
すすめている国ほど,ホームレス概念を拡張する傾向が
顕著であり,どうのような定義を採用するかは,各国の
実情や政策関心と結びついている｡
EU主要国が路上生活者の増加に象徴される住宅弱者
問題への対応を迫られた1980年代は,住宅政策の潮流
が,硬直的な財政負担を伴う対物促進から負担率を柔軟
に調整できる対人助成へと移行した時期と重なる｡ この
政策転換は,住宅不足の解消と住宅の質の向上という戦
後住宅政策の所期の目標が一定達成されたという判断の
もと,援助効率の改善による財政負担の削減という意図
をもっていたが,大量の空き家が出現している一方で,
住宅にアクセスできない人々が増加するという事態に対
処する上でも有効であると考えられていた｡適切な住宅
に入居できないという状況が世帯の可処分所得の過少さ
によってもたらされているのであれば,家賃補助や住宅
ローン補助を給付すればよい2からである｡
しかしながら,こうした政策対応にも関わらず,｢住
宅困窮｣問題が顕在化したことは,住宅弱者を生み出す
メカニズムが住宅市場の構造や,雇用への参入機会,家
辛,介護,育児などの生活関連社会サービスの提供形態,
それらの利用可能性などと連関していること,それは,
住宅の量,質,分配という従来の政策枠組みをこえた総
合的な問題設定と政策対応が要請されることを示唆する
こととなった｡現在,EUのいくつかの国でみられるホー
ムレス概念の拡張は,そうした試みの一つとして理解さ
れる｡ この間題への対応を探ろうとする動きは,次節で
検討する ｢社会的排除 (SocialExclusion)｣概念と結び
ついている3｡
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表 1 EU諸国で採用されている ｢ホームレス｣定義の例
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国名 データソース 採用されている定義
デ ンマーク SocialAppea=∋oard ･特別な社会的問題を抱え,住まいをもたない,■あるいは安定
した状態で住まいに居住することができない者で,かつ,支
接や介護,経済的億助を受けるために,滞在する場所を必要
としている者o
フィンランド HousingMarketSurVey ･野宿者や夜間宿泊施設にいる者
･住宅を確保できない者を対象とした一時的宿泊施設や簡易宿
舎,下宿などに滞在 している者
･住宅がないために,社会保障管轄省の運営する住宅や介護施
読, リハビリ施設や病院等で生活 していろ者
･住宅確保の見通 しがないまま,近く刑務所から出所する囚人
･住宅が確保できないために,一時的に親戚や知人と一緒に生
活 している者
･住宅が確保できないために,別居することを強いられた
り,一時的な住宅で生活 したりしている家族やカップルo
ド イ ツ FederaJStatisticafO稚ce ･現在,住むところがない者
･住宅がなく,一時的に施設に滞在 している者
･住まいを喪失する可能性が高い者
(Feasib=tystudyonhomeJessness) ･許容できない居住状態で生活 している者
･一時的居住施設に滞在 している帰還者
･保護施設を探 している者
ギ リ シ ャ EOHSurVey ･屋根のない者
･緊急居住施設に滞在 している者
･下宿 している者
･不法占拠者
･難民キャンプで生活 している者
･施設滞在者,保護施設を探 している者
アイルランド DepartmentofEnVironmentandLocal ･適切な住宅を確保できない,あるいは安定的に居住できる居
住空間が確保できない者
･他に住まうところがないために簡易宿泊施設等で生活 してい
GoVernmentAssessmentofHomelessness る者
･他に住まうところがないために保健局の居住施設で生活 して
いる者
イ タ リ ア CommissionedHndaginesul' ･調査時点において宿泊施設や保護施設を含むいかなる恒久的なシェルターを確保できていない者○具体的には,調査時,
escJusionesociale 公園や道路で野宿 していた者,夜間のみ滞在を許される簡易
宿泊施設に滞在していた者がこれに該当する○
スウェーデン英 国 NationalBoard ･持ち家も借家 (転借を含む)もなく,また,恒久的に居住可
能な他者の住まいにも居住 しておらず,一時的な住まいに滞
在したり野宿したりしている者o
ofHealthandWelfareEngand:ODPMPartⅥⅠoftheHoUsingAct1996 ･施設滞在者で,3ケ月以内に退去を希望 しているにもかかわ
らず,退去後の住まいを確保する見通 しがない者o
･-時的に知人宅に居住 している個人で,ホ-ムレス生活者力
ウン 卜調査期間中に,ホームレス状態にあると回答 した者○
･ホームレスを対象とする行政支援の申請者で,行政当局が意
図的なホームレスではなく,優先的ニーズの高い集団に属
し,援助を受けるための要件を満たしていると認めた者〇億
先的ニーズの高い集団とは,扶養義務のある児童を有する世
出所)Edgar,B.,Doherty,J.,Meert,H.(2002):Europ舌anObervatoryonHomelessness,ReviewofStatisticson
HomeJessnessinEurope,FEANTSA.p.6
(3)
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2 社会的排除と住宅弱者
一般に ｢社会的排除 (SocialExclusion)｣とは,所得
を基礎とした狭義の貧困概念と比べ,個人や集団,地域
が社会的,経済的に不利な状況におかれていることを,
多元的に捉えようとする概念として理解されている｡｢社
会的排除｣は今日,伝統的な ｢貧困｣概念にかわるキー
ワードとして,EU共通社会政策をはじめとして,各国
の社会政策を方向付ける政策概念となっている｡
Roomによれば,社会的排除は,①多元的概念で,所
得のみではなく,幅広い生活水準指標によって測定され
る｡また,②動態的で,社会的排除にいたった理由やそ
こから脱出した経緯と結びつく要因を問題とする｡ さら
に,社会的排除には,③居住地 (近隣地域)の次元がある｡
剥奪 (deprivation)は人的資源の欠如によってのみ引き
起こされるわけではなく,荒廃した教育施設や貧弱な公
共交通網,また,徒歩圏内で日用品を購入することがで
きないといった商業施設の遠隔化など,不十分な,ある
いは満足な状態にない共同施設の整備状況によっても引
き起こされる｡ 貧困の概念は,第一義的には分配の問題
で,個人もしくは世帯の可処分所得の不足問題に焦点を
当てる｡ これとは対照的に,社会的排除は,④不適切な
社会参加,社会的統合や権力の欠如など,相互に連関し
た問題を重視し,⑤社会との関係において大きな断絶状
態を意味する3)｡
社会的排除概念は,個人や集団がリスクに直面したと
普,これを回避するための潜在的な力が,社会との関係
性によって異なることを重視する｡ 社会的排除は,性別
や国籍,年齢,障害の有無,居住地などによる差別によっ
て引き起こされたり,強められたりするので,政策関心
杏,排除のリスクが高いと想定される集団や地域に向け
させる｡ どのような集団に注意が払われるかは,各国の
社会事情や政策関心によって異なるが,例えば,Bames
らによるヨーロッパ共同体世帯パネル調査 (European
com unityHouseholdPanel;ECHP)4を用いた分析では,
社会的排除の生じるリスクの高い集団として,若者,一
人親世帯,疾病･障害者,退職高齢者の4つの集団がと
りあげられている3)｡政策的観点からみれば,社会的排
除は貧困よりもその解決のためにより幅広いツールを必
要とする概念として了解されている｡
このような理解を基礎に,ドイツやフランスでは現在,
｢社会的排除｣の極限的な形態であるホームレス問題に
対して,福祉,雇用,住宅,保健/医療,教育など,多
岐にわたる政策の動員,それらの連携が試みられている｡
住宅弱者が出現する背景には,家族関係や雇用関係の不
安定化,住居費負担能力の低下,また,自立して住生活
(4)
を営む能力の弱化などが指摘されており,ここから,住
まいと結びついた生活援助等のソーシャルサポートの重
要性が導かれている｡
3 ｢住宅困窮｣の定義
絶対的住宅難を克服し,住宅の質的向上をはかってき
た先進諸国で顕在化した ｢住宅困窮｣は,住生活の不安
定化,これを安定化させるための資源の有無,また,そ
の利用可能性と密接に連関している｡ すなわち,｢住宅
困窮｣とは,文字どおり住むための家がないという極限
状態はもとより,不安定な居住や,住まい手のニーズと
適合しない不適切な住宅や住環境のもとで生活すること
を余儀なくされ,そのために社会生活に参入することが
困難になっている状態 (広義のホームレス定義)を意味
する｡ そして,このような状態に陥るリスクの高い集団
として,雇用への参入が困難な者や,家族資源や地域資
源に恵まれない者=住宅弱者を想定することができる｡
ここで特に問題となるのは,｢適切な住まい｣という
概念である｡ ハビタット (国連人間居住センター)は,
｢適切な住まい｣を次のように描写 している (United
NationsHabitatAgenda2001)0
｢適切な住まいとは,屋根があるという以上のことを
意味する｡ すなわち,適度のプライバシーを保持するこ
とができる,適切な広さがある,障害がない (バリアフ
リー)という状態を満足することや,防犯 ･防災面での
安全性,テニュアの安全性,建物の恒久性や維持可能性,
適切な照明 ･暖房 ･換気設備,水道や排水,衛生設備な
どの適切な生活基盤の存在,また,健康的で居住環境と
してふさわしい環境の質を備え,雇用や基幹的施設に容
易にアクセスできる立地条件を有すること,を意味する｡
しかも,そのすべてが許容範囲内の費用で利用可能でな
ければならない｡｣
上記定義で特に注目されるのは,住宅建物の物的性能
のみならず,セキュリティーやアフオーダビリティ,ま
た,居住と結びついた生活関連サービスの提供など,個々
の世帯の居住ニーズとの対応という視点が包摂されてい
ることである｡
しかし,すでにみたように,EU加盟国に限っても,
このような認識が共有されているわけではない｡この
ため,ヨーロッパを中心に活動するホームレス支援団
体の連合組織であるFEANTSA (TheEuropeanFederation
ofNationalOrganizationworkingwiththeHomelessness;
ホームレス支援組織欧州連合)は,各国の状況の違い
を念頭に,次に掲げる状態を,｢住宅困窮｣(housing
…lnerability)と定義し,EUによる取り組みを促そうと
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している1)｡
①屋根がない状態 (Rooflessness)
①住宅がない状態 (Houselessness)
③不安定な状態で居住 している (Livingininsecure
accomoodation)
④不適切な住まいに居住している (Livingininadequate
accommodation)
ここで ｢屋根がない｣者とは,端的にいえば野宿者
である｡通常の社会生活をおくることが困難な者や無
定住者なども含まれる｡ 野宿者が再定住できるかどうか
は,適切な支援が利用可能な状態で提供されること,ま
た,一時的住宅や恒久住宅が利用可能な状態にあること,
が必要である｡一方,｢住宅がない｣とは,緊急宿泊施
設や長期滞在施設へ入所できたにもかかわらず,社会
的再統合を促す適切な支援が欠如していたためにホーム
レスにとどまるという状態を指している｡ ここには,世
帯の居住ニーズに合致した適切な (援助付の)住宅が地
域にないために施設に居住することを余儀なくされてい
る,という視点が包摂されている｡すなわち,｢住宅が
ない｣状態には,単に住宅が不足しているという状況だ
けでなく,居住を支える社会援助の欠如が反映されてい
る,とみているのである｡
他方,｢不安な状態で居住している者｣とは,直接的
には居住権の脆弱性を指す｡例えば,貸借関係が不安
定であったり,一時的施設に居住したりしている場合が
これに該当する｡原因として,対象者に恒久的な住宅に
アクセスするための経済力が不足していたり,対象者が
居住権を確保できるような支援が不足したりしているこ
とが想定される｡他者との同居を余儀なくされたり,秦
力,あるいは暴力を受ける恐れによって安全を脅かされ
たりしている者,例えば,家庭内暴力の犠牲者となる恐
れのある女性や人種差別的暴力,ハラスメントを受ける
恐れのある者がここに含まれる｡こうした問題を解消す
るためには,利用可能な適切な支援があるかどうかが鍵
を握っている｡｢不適切な住まい｣の範噂には,老朽化
した住宅や社会的文化的に基本的だと考えられている設
備を欠く住宅,健康被害が懸念される住宅,居住に適さ
ない住宅,行政によって設定された最低水準を満たさな
い過密居住状態にある住宅などが含まれる｡
FEANTSAは,住宅の有無や居住を可能とする社会的
資源の問題 (定義①,②)と,居住されている住宅の
状態や住宅と世帯との関係性に由来する問題 (定義③,
④)を取り上げているが,このうち,後者の ｢不安定居
住｣や ｢不適切な住まい｣は,住宅制度や,住宅の水準
ならびに住まい方に関する規範や意識,また,地域住宅
(5)
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市場のあり方や政策関心と結びついている｡この定義に
はまた,｢住宅困窮｣を解消あるいは予防するという政
策的観点が強く反映されている｡ すなわち,｢住宅困窮｣
を,世帯の住居費負担能力の低さや欠如に帰せるのでは
なく,(1)世帯の居住ニーズに適合した適切な住宅,(2)
住宅を新たに確保したり居住する住宅を維持したりする
ためのソーシャルサポー ト,(3)住宅を基盤とした地域
生活を営むための社会資源,という3つのうちのひとつ
でも不足もしくは欠如している場合に生じる問題として
捉えているのである｡次節では,このような理解を基礎
に,｢住宅困窮｣の実態を把握するための指標を検討し
たい ｡
4 ｢住宅困窮｣実態を把握するための指標
政策的観点からいえば,大きく2つの次元で ｢住宅困
窮｣実態を捉えることが課題となる｡ひとつは,世帯の
居住ニーズを満たす適切な住宅が,その必要数に照らし
て十分に供給されているかどうかを明らかにすることで
ある｡ もうひとつは,社会的に不利な状況にあるために,
居住ニーズに適合する適切な住宅を確保することが困難
だと考えられる住宅弱者の ｢住宅困窮｣の実態を把握す
ることである｡
ただし,すでに検討したように,｢居住ニーズを満た
す適切な住宅｣を,調査によって直接把握することは難
しい｡この点で参考になるのがフランスで提案されてい
る指標である｡ フランスでは ｢貧困と社会的排除｣の克
服が優先すべき政策課題とされ,その一つとして,住宅
弱者への支援が位置付けられている｡
フランスの ｢貧困と社会的排除｣指標は,社会結束
に関する一般指標ならびに雇用,保健 ･医療や住宅に関
するEUレベルで要求されている共通指標と,フランス
の状況に適合した独自指標とによって構成されており,
それらは,①雇用への参入を促す,②資源および権利,
財,サービスに接近できるようにする,③排除のリスク
を予防する,④もっとも傷つきやすい社会的弱者 (長期
失業者,最低所得保障受給者,障害者,30歳未満の単身
者,一人親世帯,不定住者,亡命申請者,囚人)のため
に行動する,⑤参加を促す,という5つのテーマに分類
される｡この指標では,排除されるリスクが高いと考え
られる集団が,所得,社会職業分類 (経営者,管理 ･専
門職,肉体労働者等の区分),性別,就労状態,家族形態,
居住地 (行政区分ならびに都心,郊外,農村等による区
分),関連する特定施策の受益者か否かなどの観点から
抽出されている2)0
｢住宅困窮｣に関する指標は,｢資源および権利,財,
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表2 フランスで提案されている住宅関連指標
資源および権利,財,サービスへのアクセス
適切な住宅 ･水道,浴槽,シャワー,屋内水洗便所,給湯設備,適切な暖房設備の有無ならびに過密
居住世帯の数と全世帯に占める比率o｢過密居住は,世帯人員ならびに世帯構成員の関係,
性別,年齢により設定された適合居住室数によって判定されるo
適正な住居費負担 持ち家世帯,借家世帯それぞれの住居費負担率 (名目ならびに実質)
深刻な ｢住宅困窮｣ ･過去12ケ月間にわたって,水道費,ガス代,電気代など住宅と結びつくサービス経費
の支払いを滞っている世帯の数とその比率o
･ホームレス生活者支援のためのサービスを利用している者 (人数)○
･宿泊施設に滞在している者 (人数)
･提供サービスの種類別施にみた設滞在者 (人数)
政策実績ならびに効果 ･住宅連帯基金による支援世帯数および対人助成給付住宅の比率
･社会賃貸住宅数
･困窮世帯向け助成住宅数
･鉛害診断対象住宅数ならびに鉛害対策工事済み住宅数
･不 .衛生勧告住宅数
･借家人による家主負担の住宅改善工事申請数
･裁判所による改善勧告数
･社会住宅入居申請者の平均待機期間
･30歳未満者を対象とする家賃支払保証の実施件数
排除リスクの予防
賃貸住宅からの退去リスク ･家賃や共益費の不
･払い世帯の比率
･賃貸借契約解除判決数
･強制退去執行件数
サービスに接近できるようにする｣および ｢排除のリス
クを予防する｣で提案されている (表2)｡ その特徴は,
適切な住宅確保が困難な理由や問題解決を阻止している
要因を,多元的に捉えようとしている点にある｡
｢適切な住宅｣に関する指標は,浴槽や水洗便所,暖
房設備等の基本的設備の設置状況と過密居住に関する
項目によって構成されている｡ これらは定期的に実施
されている現行の住宅調査 (EnqueteduLogement)で定
期的に調査されている項目であり,また, ヨーロッパ
共同体世帯パネル調査 (ECHP)の設定項目とも一致し
ている｡ただし,フランスの過密居住指標は日本のそ
れよりも厳格である｡ 世帯人員と個々の世帯構成員の
年齢や性別,続き柄をもとに,必要となる居室数を定
めたうえで,その基準を下回る場合にこれを｢過密居住｣
と定義している｡
｢適正な住居費負担｣に関する調査項目は,世帯の所得,
年間家賃またはローン返済額,住居費手当,水道/光熱
費を含む共益費などである｡ フランスでは現行住宅調査
で,住宅アフオーダビリティに関する詳細な調査項目が
設定されており,世帯主の年齢や雇用状態,所得,家族
構成などをもとに,特定の世帯を取り出し,その住居費
負担の実態を仔細に分析することができる｡ これらの項
(6)
目は,適切な住宅を確保するうえで住宅手当制度が機能
しているかどうかを探るうえでも重要な役割を果たして
いる｡
一方,いくつかの指標は,新たな調査を想定して設定
されたものである｡ ｢深刻な住宅困窮｣指標では,路上
生活者や宿泊施設利用者,さらに居住関連サービス負担
に支障をきたしている者を把握することが提案されてい
る｡ ｢賃貸住宅からの退去 リスク｣指標では,家賃の支
払いに支障をきたしている世帯等,賃貸住宅居住の継続
が困難となった世帯を把握しようとしている｡
さらに,｢政策実績および効果｣に関する指標もこの
課題に即して提案された新たな項目により構成されてい
る｡ これらは,多岐にわたる ｢住宅困窮｣対策のための
施策メニューと対応している｡政策評価指標として活用
できるのみならず,施策の効果やその利用可能性から,
適切な住宅確保が困難な理由や問題解決を阻止している
要因を探ることができる5｡
5 実態把握に向けての課題
前節までの検討を踏まえ,ここでは,｢住宅困窮｣の
実態把握に向けての課題を3点,指摘する｡
第 1は,｢住宅｣の要件を満たさない居住用建物や-
櫓谷 ･多治見 ･小伊藤 :｢住宅困窮｣実態の把握方法とその支援方法をめぐる課題
時的宿泊施設,また,路上などの公共空間で生活して
いる人々の実態を把握するための方法を開発すること
である｡
これらは通常,既存の住宅調査では扱われていない｡
路上生活者など文字通り ｢屋根のない｣状態にある者や
住宅を確保できないために施設に居住している者を,調
査によって直接的に把握することは容易ではない｡こう
した人々に対する施策を拡充してきたフランスやイギリ
スでは,要支援者や施策の利用者,受益者を調査するこ
とにより,間接的に把握する方法 (政策指標)を採って
いる｡ 例えば,イギリスでは,簡易宿泊施設等,住宅の
要件を満たさない居住施設に滞在している者にも住宅手
当 (HousingBenefit)受給資格を認めているので,これ
によりホームレス生活者が捕捉されている｡
第2は,｢不適切な住宅｣の範囲を確定し,対応する
指標を段階的に設定することである｡例えば,Atkinson
らは,EU加盟国で実施されている現行の住宅調査を念
頭に,｢不適切な住宅｣を2つのレベルで捉えることを
提案している4)｡ひとつは,浴槽やシャワー設備,水洗
便所,暖房設備などの基本的な住宅設備を欠いた住宅,
また,雨漏りする屋根や破損した壁や床などの欠陥住宅
や老朽住宅,不十分な採光,遮音性能,断熱性能,換気
性能などの住宅性能上の問題を抱えた住宅で,これらを
レベル1の ｢不適切な住宅｣に分類している｡ レベル2
の ｢不適切な住宅｣とは,過密居住されている住宅であ
る｡一人あたり一室以上を確保していない住宅がこれに
該当する｡
この提案は,社会的文化的規範や価値と結びつく問題
を注意深く回避 している6｡ しかし,そのために,｢不
適切な住宅｣を狭義に解さざるをえなくなっている｡ 資
本主義社会では住宅も他の財やサービスと同様,一般に,
その取得,利用のためには,対価を支払わなければなら
ない｡したがって,ハビタットの ｢適切な住まい｣の定
義に示されるように,住居費ならびに居住関連諸サービ
スの経費負担が,その利用主体の経済能力に照らして適
切な範囲に収まるかどうかを把握することも,検討に値
すると考えられる｡また,住宅,住環境,住生活の現状
やこれに対する主観的評価,また,｢不安定居住｣と密
接に関連する,テニュアの安全性 (居住権)などの指標
化を検討する必要がある｡
第3は,困窮リスクが高いと考えられる住宅弱者の把
握である｡ 支援対象とすべき特定の社会集団もしくは空
間をどのように設定するのかという問題は,｢適切な住
宅｣概念と同様,社会的文化的規範や政治意識と結びつ
いている｡ 例えば,フランスでは,特定の住宅タイプや
(7)
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住宅立地に着目し,その詳細な分析を行っているが,こ
れはフランスが ｢社会隔離 (ソーシャルセグリゲーショ
ン)｣の克服を,重要な政策課題として位置付けている
からにはかならない ｡
日本の住宅 ･土地統計調査では現在,高齢者世帯の居
住実態把握が特に重視されているが,高齢者に限らず,
世帯属性や居住地と居住実態との対応関係を分析するた
めの集計方法の開発が求められることを,課題として指
摘したい｡
Ⅱ.借家市場構造の変化と ｢住宅困窮｣
民営借家を中心として
1 ｢住宅困窮｣の経緯と実態的側面
｢住宅困窮｣は,実態としては,住要求に対応した住
宅水準の欠如,及び必要な住宅水準を満たすための過度
の住居費負担,および不適切な居住条件という側面から
とらえることができる｡ かつての日本では戦災と都市へ
の人口集中を主因として深刻な住宅不足の時期が続き,
くわえて住宅自体の水準も低かった｡そのため,非住宅
居住,同居,過密居住,老朽住宅などの不適格住宅居住,
などの住宅難が発生した｡1960年代ぐらいまでの日本で
は,とりわけ世帯数に対する絶対的な住宅不足にともな
う住宅難が住宅問題の中心であったと言い得る｡ しかし
1970年代以降,絶対的住宅不足は統計的には解消され,
新たに建設される住宅の水準も著しく向上してくるとと
もに,住宅難も解消されてきたと認識される｡
一方,これまで日本では,｢住宅困窮｣は,居住者
が住宅に対していだく不満から顕在化する困窮意識で
あるとされていた｡これは居住者の主観的な意識であ
り,実態と一致はしないが,それを根拠として派生す
るものである｡ 日本の住宅水準は次第に向上してきて
おり,かつて都市居住世帯の大多数が直面していた1
世帯1住宅程度の基本的住要求については,おおむね
解消されているとの認識は妥当であろう｡ とはいうも
のの,一方で住要求も高くなってきており,｢住宅困窮｣
が解消されたとはいえないし,世帯の多様化や変質,
近年の社会,経済状況を反映した,かつての居住者意
識としての住宅困窮とは異なる新たな ｢住宅困窮｣が
生じていると想像できる｡
本章では,｢住宅困窮｣の実態的背景としての居住水準,
とりわけ最低居住水準を分析基本としながら,世帯と住
宅,両者の関係によって構成される住宅市場の過去20年
程度の変化を検討し,｢住宅困窮｣に関わる実態の動向
を明らかにするとともに,問題を明らかにする｡
本章では,住宅 ･土地統計調査 (住宅統計調査)を主
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表3 最低居住水準未満世帯の推移
主 世 帯 数 最低居住水準未満世帯数 最低居住水準未満率 (%)
1978年 1983年 1988年 1993年 1988年 1978年 1983年 1988年 1993年 1988年 1978年 1983年 1988年 1993年 1988年
(昭和53) (昭和58) (昭和63) (平成5) (平成10) (昭和53) (昭和58) (昭和63) (平成5) (平成10) (昭和53)(昭和58)(昭和63) (平成5) (平成10)
全国 主世帯総数 32,188,70 34,704,500 37.413.400 40.773.30 43.922.10 4.748.400 3月45.100 3.549,900 3.191.300 2,243.400 14.8 ll.4 9.5 7.8 5.1
持ち家 19.428,40021,糾9,600 22.948,20024.376,20 26,467,80 1,196,90 1,000,900 625,900 582.50 351,600 6.2 4.6 2.7 2.4 1.3
借家 12,689.200 12,951,000 14.014.600 15,691,0 16.730,00 3.551.500 2.944,200 2,924.000 2,608.80 1.891,800 28.0 22.7 20.9 16.6 ll.3
公営の借家 (2.42,000) 1.868,300 1,989,500 2,033,00 2.086.70 (929.200) 660.300 563,800 412.200 283.700 (38.1) 35.3 28.3 20.3 13.6
公団 公ー社の借家 76,600 809,300 845,00 8糾,30 215,900 203.700 1弧000 132.900 27.8 25.2 21.3 15.4
民営借家 (木造.設備専用)(8.408.300) 5.623,600 5.652.600 5,453.900 5,248,90 (2,291.loo) 1.459.300 1,316.00 983.500 676.300 (27.2) 25.9 23.3 18.0 12.9
民営借家 (木造.設備共用) 867.200 549.600 285.200 17,300 106.700 233,600 162,900 91,3∞ 12.3 42.5 57.1 51.5
民営借家 (非木造) 1,996,500 3.464,100 5,023,400 6,623,600 254,20 424,70 636,400 583,2∞ 12.7 12.3 12.7 8.8
給与住宅 1,838,800 1,818,800 1,549,500 2,0弧500 1,729.20 331.300 247.700 182.400 23,800 124.40 18.0 13.6 ll.8 ll.4 7.2
全国 主世帯総数 32,188,70034,704.50037,413,400 40.73,30043.922.100 - 3,945,10 3.549,900 3,191.300 2,243,40 ll.4 9.5 7.8 5.1
1人 4,445.300 5.45.600 6,863ー00 9.100.10010.631.900 - 28,900 598,400 7!札900 686.70 - 0.5 8.7 8.7 6.5
2 5.477.600 6,388,500 7,575.400 9.118.200ll.022.100 - 590,90 471,100 403,700 286.600 9.2 6.2 4.4 2.6
3 6,113.100 6,375,900 6月48,300 7.477.7∞ 8,458.00 693.000 553,100 46,200 326,000 10.9 8.1 6.2 3.9
4 8.699,200 8,994.900 8.772,200 8,253,20 7.775,300 - 1.462,800 1,079.000 801.90 479.300 - 16.3 12.3 9.7 6.2
5 4,131.000 4,202.800 4.104,700 3.838,60 3.47.20 - 796,500 602.100 497.000 319,200 - 19.0 14.7 12.9 9.2
6人以上 3.322,500 3.296,600 3,249,800 2,985,70 2,557,70 - 373.00 246.200 231.700 145,70 ll.3 7.6 7.8 5.7
(注) 1)1978年では,｢公団･公社の借家｣は ｢公営の借家｣に,民営借家は ｢民営借家 (木造･設備専用)｣にそれぞれ含み,( )表記している｡
2)1983年と1988年では1人世帯や民営借家 (木造 ･設備共用)の最低居住水準未満世帯数が,その後の調査よりもかなり少数になっている｡経年比較には注意を要する｡
に用いて検討を行うが,周知のように収録表の情報は限
定されており,調査年によって集計項目が異なっている
ことも多い｡そのため,情報が比較的利用できる全国集
計によって,住宅市場の特徴が顕著にあらわれる民営借
家を中心として経年的な検討を行った｡
2 居住状態の変化
- 最低居住水準未満世帯数の推移
｢最低居住水準｣は住宅難に関係する指標であり,紘
計的に｢住宅困窮｣の実態を把握するために有効である｡
本稿で扱う ｢最低居住水準未満｣は延べ床面積による判
定のみを用いることとする｡ 1988年における全国の最低
居住水準未満の主世帯数は,2,243,400世帯である｡ 1978
年には4,748,400世帯,1983年には3,945,100世帯であった
から,この20年間でほぼ半分になったといえる (表 3)0
なお ｢同居世帯｣と｢住宅以外の建物に居住する世帯｣
の数は,1978年に117,100世帯と128,400世帯,1998年に
156,600世帯と55,100世帯であり,同居世帯数は増加し
ている｡ しかし中間の1988年には59,000世帯と90,100世
帯であった｡つまり同居世帯数は1988年にかけてはいっ
たん減少していたが,その後増加に転じている｡ ｢同居｣
は,かつては他人同士の同居が普通であった｡1988年に
かけてはそのような同居状態の解消が進んだものとみら
れる｡ しかしその後の同居増加は,いわゆる二,三世代
同居の可能性もあり実情が明らかでない｡本章では,同
居世帯と住宅以外の建物に居住する世帯については,そ
の実態が明瞭でないことから,検討の対象外とする｡
さて最低居住水準未満世帯数であるが,未満世帯数
(8)
は持ち家にくらべて借家が圧倒的に多い｡借家のうち公
営,公団 ･公社の公的住宅は政策的要素があることと世
帯数の変動が小さいことから,民営借家を中心として検
討することにするが,民営借家のなかで民営借家 (木造･
設備専用)にあっては1998年全国で676,300世帯である｡
ついで民営借家 (非木造)が583,200世帯である｡前者
は1980年代の数から半減以上の減少を示している｡ 一方
後者は,1993年から1998年にかけて減少に転じてはいる
が,1983年に比べると倍増している｡ それぞれの総世帯
数は,前者が漸減,後者が2倍以上の増加であるので,
未満世帯の比率は,前者では25%程度から12%程度へと
ほぼ1/2に,後者ではほぼ12%程度を維持し,過去5年
間は低下する兆候がある｡
民営借家 (木造 ･設備共用)は,そもそも設備面から
住宅水準が劣る｡ 総世帯数が1983年時点の約2割にまで
減少している｡ 未満世帯数も1988年から1998年にかけて
半減しているが,比率は高くなっているともみえる｡
全国の民営借家においては,｢木造･設備専用｣が漸減,
｢木造･設備共用｣が急速に縮小していくのに対して,｢非
木造｣がこの20年間で急増している｡ 最低居住水準未満
世帯は,｢木造 ･設備専用｣にあっては徐々に解消され
ているとみられるが,｢木造 ･設備共用｣では問題が凝
縮されつつあるとみることができる｡ 一方で ｢非木造｣
は,急速に拡大していくなかで住宅水準が多様化してお
り,住戸規模としては ｢木造 ･設備専用｣あるいは ｢木
造 ･設備共用｣と同等のものも多い｡最低居住水準につ
いても同様の状況が生じるものと推測される｡
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図 1 世帯人員別世帯数の推移
3 最低居住水準未満世帯減少の要因
最低居住水準未満世帯が減少した原因として,世帯人
員の減少と住宅水準 ･規模の拡大とが指摘される｡
1978年,1988年,1998年の人員別世帯数を図1に示し
たが,1人世帯が著しく増加,2人世帯も増加する傾向
は明白である｡ これに対して,借家の場合には4人世帯
の1978年から1998年の減少数は106万世帯強である｡5
人世帯は25万世帯,6人以上の世帯が10万世帯の減少で,
合計で約140万世帯の減少となる｡ この間の借家の最低
居住水準未満世帯数の減少は約166万世帯であるから,
世帯規模の縮小は確かに水準未満世帯数減少に大きな影
響を与えたとみることができる｡
とりわけ民営借家 (木造 ･設備専用)で, 1人世帯
以外の世帯が減少している｡ これが水準未満世帯数の
緩やかな減少を引き起こしたことは間違いない｡逆に,
民営借家 (非木造)にあっては,2人,3人の世帯で
はもちろん,4人の世帯も増加 している｡ このことが
水準未満世帯数を増やす原因となっていることも明ら
かである｡ 住宅の側は,図2に全国の情家全体と民営
借家 (非木造 ･設備専用),民営借家 (木造 ･設備専用)
の畳数構成の変化を示している｡借家全体では,6畳
未満,及び12-18畳未満の住宅は減少しているが,他
の畳数では増加している｡ とりわけ6-12畳未満は
1988年までは横ばいであったが1998年にかけて相当数
他家(早相性rt:)
;~二;主軸 :.ンノ~:
I:.1
>:.J:
I
I97tl牢 Ii)相中 19(渦中
民営借家(非･木iB:･綬傭呼恥
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図2 畳数別住戸数の推移
の増加である｡この間の動向は,12-18畳未満が縮小
し,その上下である18畳以上の比較的規模の大きな借
家と6-12畳未満の小さめの借家とに分解していく傾
向を示している｡
そのような動向は,｢非木造 ･設備専用｣と ｢木造 ･
設備専用｣のそれぞれの傾向が重なり合った結果である｡
図2に示すように,｢木造 ･設備専用｣では,18畳未満
のものが減少し,18畳以上が少しずつ増える傾向が一貫
してある｡これに対して ｢非木造 ･設備専用｣ではすべ
ての住戸規模で増加を示しており,とりわけ6-12畳
未満で約120万世帯,18畳～30畳未満で約140万世帯と
いう著しい増加を示している｡
1988年から1998年にかけて,｢非木造 ･設備専用｣に
居住する1人世帯は約200万人増加しているが,そのか
なりの部分が6-12畳の増加分で吸収されていると思
われる｡ ワンルームマンションに代表されるように,か
って1人世帯需要を吸収していた｢木賃アパート｣が｢非
木造｣で代替されつつある状況をうかがうことができる｡
したがって ｢非木造 ･設備専用｣は,分類上単一である
が,その内部には性格の異なる少なくとも二つの分類が
あるものと理解すべきである｡
民営借家における最低居住水準未満世帯減少の背景に
は,世帯規模の縮小と住戸規模の拡大という住宅需給両
面の要因があることがわかる｡ しかし非木造借家供給は
比較的規模の大きな住戸が供給されるとともに,1人世
帯,小規模世帯に対して小規模住戸も活発に供給されて
いる｡これらはかつての木賃アパートの代替物ともみな
せる｡かつての木賃アパートは低家賃によって低所得世
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帯を中心に広い需要に応え,住宅需要の底辺を下支えし
てきたともいえる｡新たに供給されている非木造借家は,
居住世帯にとってのアフオーダビリティはいかなるもの
なのであろうか｡
4 住居費負担の変化- アフオーダビリティ
家賃の全国平均は,1998年までの20年間に18,600円か
ら50,500円へと3倍弱になっている｡ ちなみに家計調査
における全国世帯の実収入は1978年に304,562円,1998年
に588,916円で,2倍弱の増加にとどまっている (図3)0
また消費支出のうち住居費は10,113円から22.,242円にな
り,実収入に対する比率はやや高まっている｡借家全
体の変化には公営住宅家賃制度変更に伴う家賃変化が
含まれているので,民営借家について2時点の変化を
検討する｡
民営借家 (木造 ･設備専用)全体の最多家賃帯は,
1978年では2万円前後,1998年は4万円前後である｡
民営借家 (非木造)では,1978年は3万円前後,1998
年は5-6万円前後で幅広い｡平均値では,｢木造 ･設
備専用｣が1978年22,253円,1998年50,003円,｢非木造｣
が1978年37,446円,1998年66,783円である｡ 畳数別の上
昇率をみると,｢木造 ･設備専用｣はおおむね2倍,｢非
木造｣では1.7倍程度となっている｡
図4の家賃分布をみると,1978年では ｢木造 ･設備専
用｣6-12畳未満と12-18畳未満の1-2万円と2
-3万円が合計して約270万戸であったが,1998年では
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｢非木造｣6-12畳未満の4-5万円が最多で65万戸,
｢木造 ･設備専用｣6-12畳未満と12-18畳未満の3
-4万円と4-5万円が合計133万戸である｡ちなみに,
民営借家の ｢木造 ･設備専用｣と ｢非木造｣で比較的低
い家賃の合計戸数は,1978年の2万円未満と1998年の4
万円未満がいずれも約250万戸,1978年の3万円未満は
450万戸,1998年の6万円未満は約650万戸である｡ した
がって,民営借家の家賃構成はインフレや賃金の上昇に
比例して20年間で2倍程度の上昇があったものの,著し
く高額になったということはできないであろう｡
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図3 家計指標の推移
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借家居住世帯にとってこの家賃はどの程度の負担に
なっているのであろうか｡先述のように家計調査による
全国世帯の実質収入は2倍弱に増えているが,これには
持ち家世帯や核家族の影響が入っている｡ 借家居住世帯
の世帯人員別の収入構成は図5に示すとおりである｡ 貨
幣価値が調査時期により異なるが,20年間でおおむね2
倍程度を目安に比較すると7, 1人の低収入世帯が1998
年にきわめて多くなっていることがわかる8｡このなか
は若年単身世帯が多数を占めるが,高齢単身世帯の数も
大きくなっている｡高齢単身世帯の割合は公営住宅など
で多いが,民営借家でも木造のものにはかなりの数の高
齢単身世帯が含まれている｡
先にみたように,民営借家の家賃構成には大きな変動
が認められず,比較的低家賃のものも存続しているとみ
られる｡ところが需要側をみると,低収入の1人世帯が
急速に増加している｡そのために借家市場のバランスは,
これら低収入世帯が高い家賃負担を余儀なくされる方向
にシフトしていると判断される｡そこに焦点をしぼった
検討が重要であると考えられる｡
さらに,借家居住世帯に増加している低収入単身世帯
の家計支出構造が家賃負担に耐えるものであるのか,あ
るいは個別の居住状態や家賃負担の実態把握,地域的な
偏在状況の把握や地域性との関係の解明,家計や生活構
造のなかでの居住構造の解明などが課題である｡
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Ⅳ.特定世帯の居住ニーズならびに
その支援方策
｢住宅困窮｣実態の把握方法については,Ⅱで述べら
れた通りであるが,ここでは,住宅弱者と考えられる特
定世帯をいくつか抽出し,それらが抱える居住問題より
居住ニーズを整理し,支援方策を検討する｡特定世帯と
して,単身高齢世帯,単身女性世帯,女性一人親世帯,
共働きの親子世帯を取り上げる｡
1 単身高齢世帯
高齢化の進行と同時に単身高齢世帯が増加している｡
鈴木晃は,単身高齢者の創出プロセスを,同居していた
家族が転出したり死亡したりした結果単身になった ｢と
り残され型｣,40才以前から単身である ｢単身長期継続
型｣,高齢になってから住居移動を伴って単身になった
｢はじき出され型｣の3つのタイプに分類し,後2者は
借家率も高く,住宅に関して特に問題が多いことを指摘
している (鈴木,1987)｡これには,従来,単身女性が
住宅を購入することが困難であったことに加え,高齢に
なると,借家市場において高齢単身者が居住差別を受け
ることがひとつの原因と考えられる｡ ｢平成8年度建設
省住宅局監 貸家業務合理化方策に関する調査研究報告
書｣(不動産流通近代化センター)によると約 3割の家
主が単身高齢者への入居制限を行っている｡
また借家居住の場合,住宅改修には家主の承認が必要
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であるため,身体機能の低下に対応した住宅改修が困難
だという問題がある｡ そのことが住み慣れた住宅に住み
続けることを難しくし,社会的入院を長期化させたり,
施設に入所せざるを得なくなったりすることの原因の一
つになっている｡
心身機能が衰えてくると,たとえ住宅が確保されてい
ても,健全な住生活を維持していくことに支障をきすこ
とがあり,単身高齢者が在宅で暮らしていく上では,様々
な生活支援が不可欠である｡そのためには介護保険によ
るサービスの提供だけでは不十分である｡ここでは,メ
ニューごとに切り取られた介護保険によるサービスの谷
間をうめる支援が必要であることを指摘し,｢谷間の支
援｣として必要な項目をあげておく｡
a食事支援:介護保険にはヘルパーによる食事づくりや,
デイサービスの食事があるが,限度額の設定されたケ
アプランのなかには食事支援が十分入らない傾向があ
る｡ 特に単身高齢者の場合,健康を支える食生活の維
持が困難になっている｡90年代から配食サービスが全
国で草の根的に広がっているが,居住地によって利用
者限定,配食日数,価格等に大きな差がある｡ 必要な
人すべてにサービスを提供すべきである｡
b安否確認 :単身高齢者は,｢何かあったとき｣に対し
て大きな不安をかかえており,孤独死をなくすために
も,毎日の安否確認が不可欠である｡
C信頼関係にもとづく支援 :銀行でのお金の出し入れ,
手紙の代筆,公的書類 (例えば介護保険や生活保護の
通知)の解読や関連する書類づくり等は,特定の信頼
関係が成立した人物にのみ依頼できる事項であるが,
近くに身よりのいない単身高齢者の場合,特にこうし
た支援が切実に求められている｡
d話し相手等心のケア :一般的に加齢とともに外出の機
会も減り,友人の死亡等により交友関係も希薄になる
なか,生活の張りを失い一日テレビをつけて生活する
ような人も少なくない｡こうしたケースの場合は,莱
しみや人との交流の機会や場の提供,訪問してゆっく
り話をするなどが重要である｡ 介護保険導入後は,読
問するヘルパー等が,決まった時間内に仕事をするの
に精一杯なため,ますますそうした支援が求められて
いる｡
eその他雑多な支援 :高齢になると,若い時には何でも
なかったこと,例えば針に糸を通す,電球を取り替え
る,瓶のふたを開けるといったことが難しくなる｡ こ
うした日常生活のちょっとしたことを気軽に頼める人
が身近にいることが求められている｡
これら谷間の支援は,同居世帯の場合には家族がごく
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普通に行っていることであるが,単身高齢者の場合,そ
れに代わる近隣関係を築けるよう支援することを含め,
こうしたきめ細かな支援が住生活を支える上では非常に
重要である｡
2 単身女性世帯
晩婚化と非婚化により,単身世帯が増加している｡単
身女性世帯も,結婚までの短期的なものではなく,長
期化するなかで,ライフスタイルに合った住宅が求めら
れている｡ 単身女性世帯の居住地選択には立地的な偏り
があることがわかっている｡ 東京圏における中年シング
ル女性の居住地選択について調べた木下らの研究 (木下
他,1999)では,その居住地が都心に近い南西側に偏っ
ていること,その要因として,中年シングル女性が従事
する専門職が都心立地型であること,低収入の中年シン
グル女性が都心に近く低家賃の住宅を求めて木賃ベル ト
に集まること等が指摘されている｡また由井らも (由井
他,2002),シングル女性の居住地が都心の,しかも新
宿や渋谷駅に近接した民間賃貸住宅率が高い地域に集中
していることを指摘し,その原因を大都市内部での就業
において,かなりの頻度で夜間の残業が行われ深夜帰宅
することが多いためであると分析している｡ すなわち単
身女性世帯の住宅選択は,職住近接で深夜でも安全に帰
宅できる駅からすぐの地域に限定されることになる｡
1993年に住宅金融公庫の ｢35才未満の単身者は同居予
定家族が必要｣という融資条件が外されたころから,単
身女性の分譲共同住宅の購入が進んでいる｡ しかし一般
に女性の就業が不安定かつ低収入であることに変わりは
なく,実際に住宅を購入できているのは一部の高収入の
女性であり,その他の単身女性は,都心に限定されるが
故に低家賃の木賃アパー トなどを選択せざるを得ないの
である｡
また,単身女性が住宅を購入する際に問題になって
いるのは,女性差別をする金融機関や不動産業者の対
応である｡女性であるだけで経済的な信用がないかの
ように扱われるといった問題が指摘されている (由井
他,前掲書)｡
結婚までの仮住まいではない住宅を求める単身女性世
帯にとって,現在の住宅市場は適切な住宅を供給してい
るとはいえない｡シングル女性向けの一部の分譲共同住
宅をのぞくと,一般の分譲住宅は子ども部屋を想定した
小部屋に分割されたファミリー向けの間取りがほとんど
で,単身世帯には使いにくい｡一方,ワンルームや簡易
キッチンしかないような狭小な賃貸住宅は,仕事で疲れ
た自分を取り戻し,時には友人を招いてパーティーをす
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る場としては不十分である｡ 標準家族だけを想定した住
宅は,単身世帯の住宅ニーズに対応していない｡
3 女性一人親世帯
近年離婚率が上昇しているが,子どもがいる場合に
母親が子どもを引き取る割合も増加しており (78.1%:
97年厚生省人口動態調査),女性一人親世帯を形成する｡
離婚の約9割が裁判所を通さない協議離婚であり,子
の養育費を前夫から受け取っているのはごく一部に限
られている (14.9%:93年全国母子世帯等調査)｡その
ため,女性一人親世帯は経済的な困難を抱えているこ
とが多く,平均年間収入は一般世帯の3分の 1程度と
なっている｡
女性一人親世帯の居住地分布は,大都市圏内に集中し
ており,中でも民間借家率の高い地域や公営住宅が集積
する地域で局地的に高いことが分かっている (由井 ･矢
野)｡女性一人親世帯は,離別後新たに仕事と住居を探
さなければならないケースが多く,就業機会の多い大都
市圏で,かつ入居可能な低家賃の民間借家や公営住宅の
ある地域に集中することになる｡女性一人親世帯が住宅
を探すにあたっては,いくつかの制限がかかることがあ
る｡ ひとつは,保育園や学童保育所の有無である｡ 小さ
な子どもをかかえる一人親世帯が働くためには,保育園
や学童保育が近くにあることが必須になるため住宅探索
行動が,保育園や学童保育所のある場所に限定される｡
特に一人親世帯ではお迎えを夫婦で調整することができ
ないことから,就業時間に合った保育時間で預かってく
れることが重要になる｡無制限に保育時間を延長するこ
とには問題があるが,無認可保育園やベビーホテルを利
用せざるを得ない人々がいることを考えると,どうして
も必要な世帯に対しては,延長保育や夜間保育を提供で
きる保育園を公的責任で整備する必要がある｡ もう一つ
は家主による入居制限である｡ 具体的に一人親世帯の入
居制限を行っているのは借家業主の5%程度であるが,
収入が不安定であることや小さな子どもがいることを理
由に断られたり,賃貸契約を結ぶにあたっては定期収入
のある保証人が必要であることがネックになる等の問題
がある｡以上のように女性一人親世帯の住宅選択が限定
されることにより,住宅困窮度が高くなっている｡
母子生活支援施設の空間条件やそこで行われている
生活支援については,長谷川らの研究 (長谷川 ･櫓谷,
2001)に詳しいが,近年では,母子生活支援施設への入
所者のなかには,夫からのDV等により,経済的にも精
神的にも追いつめられた状態で駆け込んで来る母子が多
くなっており,母子支援施設や母子シェルターでは,子
(13)
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育て支援,就労支援を含めて,母子の生活を立て直す生
活支援が必要とされている｡また施設滞在中に築いた交
友関係を基盤にして,施設を出たあと同じ地域内で生活
を再出発するケースも多いことから,施設の生活圏に交
友関係を築ける保育園があることの重要性も指摘されて
いる｡
4 乳幼児のいる共働き世帯
乳幼児のいる共働き世帯については,経済的には特
に困窮しているわけではないが,住宅立地や住生活上
の特別なニーズをもっている｡ 乳幼児のいる共働き世
帯の居住地選択は,女性一人親世帯と同じく,保育園
のある地域で,かつ母親の職場の近く,または通勤に
便利な場所に限定される｡ 東京都における調査では,
育児期の共働き世帯は共働きでない育児期世帯よりも
都心よりに居住 していることが指摘されている (小野
ほか,1999)｡また乳幼児のいる共働き世帯では,日常
的に祖父母から家事 ･育児支援を受けているケースが
多く,筆者らが2002年に行った大阪市都心部の6保育
園を対象にしたアンケート調査 (有効回答数458,うち
一人親世帯をのぞく369)では,祖父母による家事 ･育
児援助について,｢ほぼ毎日受けている｣(12%)と,｢毎
日ではないが日常的に受けている｣(16%)で28%,｢急
な病気の時など特別なときに受けている｣(32%)を合
わせると,6割になった｡居住地選択の理由としても,
｢昔からこの地域に住んでいた｣,父または母の ｢職場
に近い｣に続いて｢祖父母の近くに住むため｣が31%あっ
た｡このように乳幼児のいる共働き世帯の居住地選択
は,職場へのアクセスに加えて保育園や祖父母の近く
といういくつもの条件で限定される傾向がある｡住宅
の形式は,約8割が集合住宅,約半数が借家であった｡
居住地選択が都心に限定されるため高い住居費負担を
強いられる乳幼児のいる共働き世帯にとって,経漬力
が上がるまでのこの時期の住居費支援は,住宅水準を
上げる上で有効であると思われる10｡
しかし一方で,都心には子どもを育てる環境がとと
のっているとは言えず,大阪都心部の調査でも,緑や遊
び場の不足,交通量の多さに対する不満や,ピンクちら
しや風俗の看板を取り締まってほしい等の要望がみられ
た｡また,園庭が十分とれていなかったり,近隣にそれ
に代わる公園がなかったりすることへの不満も上がって
いた｡同じく大阪都心部の小学生を対象にした調査から
ち,犯罪や交通事故の不安から子どもたちが自由に外遊
びができない実態が浮かび上がっており,乳幼児を含め
子どものいる世帯にとっては,単に住宅が確保されるだ
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けでなく,子育てに適した周辺環境を整備することが,
特に必要であると言える｡
5 住宅弱者の居住問題をみる視点
以上 特定世帯の居住ニーズの検討から,住宅弱者
が抱える居住問題を見る上でのいくつかの視点を整理す
る｡ またそれに対して考えられる支援方策を述べる｡
a日本のように住宅取得が市場経済に委ねられている
なかでは,所得の低いことがそのまま ｢住宅困窮｣に
結びつくことになるが,いくつかの特定世帯におい
ては,一就業との関係や特定の居住ニーズにより居住立
地が限定され,ゆえに住宅選択の幅が狭まることによ
り,通常以上に低い居住水準と重い住居費負担を負う
ことになっている｡その傾向は今回取り上げた特定世
帯では,単身女性世帯,女性一人親世帯,共働き親子
世帯で顕著であった｡これらの世帯に対する支援策と
しては都心地域における家賃補助等の住居費支援,職
住近接を可能にする都心部への公共住宅供給が考えら
れる｡
b借家市場においては,年齢や性別,国籍,収入,悼
害等による居住差別が存在している｡ こうした居住差
別は社会的弱者に対して行われることが多く,特定世
帯の ｢住宅困窮｣をさらに深刻にしている｡ 今回取り
上げた特定世帯では,単身高齢者,女性一人親世帯で
顕著であった｡支援策として求められるのは,住宅斡
旋や,入居制限緩和を家主に働きかける等の支援シス
テムである｡
Cいくつかの特定世帯においては,単に住宅が確保さ
れるだけでは,住生活を維持するのが困難になるケー
スが含まれている｡ 今回取り上げた特定世帯では,単
身高齢者,女性一人親世帯が当てはまる｡ これらの世
帯に対しては,健康で文化的な住生活を送るための生
活支援が特に強く求められていた｡これらの支援は,
公的責任で供給することを基本に,ボランティアによ
るものや地域社会のインフォーマルなものが重要な役
割を果たす可能性が大きい｡
dまたいくつかの特定世帯は,住宅とともに住宅を取
り巻く地域の居住環境が整備されることを特に必要と
している｡今回取り上げた特定世帯では,単身高齢者,
女性一人親世帯,共働き親子世帯に強く求められてい
た｡特に後二者にとっては,安心して子育てできる環
境があることが重要であるとともに,都心部に安心し
て預けられる保育園や学童保育所が整備されることが
強く求められている｡
Ⅴ 小括
本研究の目的は,住宅弱者と結びつく ｢住宅困窮｣の
概念,その把握方法,また,住宅弱者を生み出す住宅市
場の構造や,住宅弱者となるリスクが高いと考えられる
個人,世帯の居住ニーズを検討し,居住政策の新たな展
開に資することであった｡以下では,こんごの研究課題
を考察し,まとめとしたい｡
日本の住宅市場は,住宅 (供給)側と世帯 儒 要)側
の双方の構造変化により,加速度的な変化の途上にある
と考えられる｡ 世帯側の変化では,あらゆる世代におけ
る単身化が,数量的にも性質としてもとりわけ重要であ
る｡ その現象は借家市場において,より鮮明にあらわれ
ている｡ 単身世帯の増加は,住戸規模と世帯人員により
導かれる最低居住水準未満世帯を減少させているが,借
家の規模は必ずしも拡大 しておらず,むしろ2極化が
進行している｡ また,低家賃であるにもかかわらず,住
居費負担率の高い低所得者が存在する｡かつての木賃ア
パ- トでは,借家における低収入の単身世帯の増加が,
住宅水準と住環境,生活問題といった居住全般にかかる
問題を生じさせていたが,今日の状況は,こうした問題
を,新しい形で拡大させる恐れを学んでいる｡
単身世帯に限らず,世帯変動は住宅へのニーズを質的
に変容させる重要な契機となっている｡ すでにみたよう
に,｢住宅困窮｣問題は,単に住宅を供給することだけ
では解消されず,ニ-ズに合った適切な立地条件と住宅
を居住者に結びつけるシステム,地域社会や居住環境の
整備を視野に入れた支援方策を検討する必要性を示唆し
ている｡そのためにはまず,すぐれて今日的な現象とし
て理解される ｢住宅困窮｣の実態を,いかに指標化し,
把握するかが課題となる｡
先行してホームレス問題に取り組んできたイギリスや
フランス, ドイツ等では,従来の貧困アプローチにかえ
て ｢社会的排除｣概念に基づく困窮実態把握を試みてい
る｡ これらの国では,｢安定した居住｣や ｢適切な住宅｣
が確保されない理由を,一般的な住宅制度による援助が
及ばない,あるいは,そのような体系から排除されてい
る点に求め,現行住宅調査を連関する社会調査と連動さ
せたり,現行調査にはない新たな指標開発を試みたりし
ている｡
わが国においても,｢住宅困窮｣が危恨される世帯を,
所得のみならず家族関係や雇用状態,居住地特性などを
も含む包括的な指標を用いて検討し,その居住ニーズや
ライフスタイルを的確に把握することが求められる｡ま
た,従来の核家族世帯を想定した住宅需要行動ではなく,
今日的な住宅需要者の存在を念頭に,住宅需要行動を解
(14)
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明すること,かれらの社会的な位置付けを明確にし,こ
れに応じた支援のあり方を検討することを,今後の課題
として指摘 したい｡
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1 昭和30年代の住宅統計調査ならびに昭和35年から昭
和53年までの住宅需要実態調査では,主観的評価に基
づく住宅困窮度を調査している｡
2 ただし,助成水準の調整が容易であるという対人助
成の特徴は,｢許容 される助成水準｣と結びつ く援助
(15)
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の不安定化に通 じていた｡例えば,1980年代初頭,ミッ
テラン率いる社会党政権が発足 したフランスでは,当
初は高く設定されていた対人助成給付水準が,このた
めの膨大な財政支出を抑制するために見直され,以後
20年間近くにわたり,不安定な援助となることを余儀
なくされた｡また,同時に実施された対物助成の大幅
な削減は,住宅着工数を大幅に減じ,住宅不足が懸念
される事態を招いた｡
3 社会的排除の克服は近年,EUの主要国であるフラ
ンス, ドイツ,イギリス等において,政治的スローガ
ンとして頻出 している｡EUは,その共通社会政策の
柱に ｢排除｣の克服を掲げ,行政が社会的排除問題へ
の対応を講じるよう求めており (アムステルダム条約
第137条),また,共通都市政策に基づくプログラムや
ガイドラインの中で ｢排除に抗する｣という課題を位
置付けている｡
4 欧州連合統計局 (Eurostat)による調査で初回は1994
年｡社会移転,労働九 貧困,社会的排除,住宅,保
健ならびに医療ほか世帯および個人の生活状況に関
する様々な社会指標が取 り上げられている｡ECH
Pの特徴は,同一の個人,世帯を対象に,複数年にわ
たる追跡調査が試みられていることである｡(ht申://
www.datashop.org/en/doc/ECHP.pdf)
5 こうした指標が提案 される背景として,｢住宅への
権利｣の保障を張った1990年 5月16日法の制定を指摘
できる｡
6 厳密にいえば,レベル 2には,｢世帯の居住ニーズ
への適合｣という社会的文化的価値規範と結びつく視
点が反映されている｡
7 物価指数はそれほど上昇していないが収入分布から
みて妥当であろう｡
8 2. 3人以上の世帯の収入分布は1978年と1998年と
で形状や分布数が相似していることから,1998年の 1
人世帯における200万円未満世帯数を1978年の100万円
未満世帯数と比較することは妥当であると判断する｡
9 ｢平成 8年度建設省住宅局監 貸家業務合理化方
策に関する調査研究報告書｣(不動産流通近代化セン
ター)による｡
10 大阪市には新婚世帯向け家賃補助制度や,新婚 ･
子育て世帯向けマンション購入資金融資制度などが
ある｡
